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１．個別財務諸表等 
   （１）貸借対照表                                              （単位：百万円） 

第 128 期 
 

平成 12年 3 月 31 日現在 

第 129 期 
 

平成 13年 3 月 31 日現在 
増  減  

科 目 
金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

 
( 資 産 の 部 ) 

  %   %  

 
Ⅰ. 

    
流 動 資 産 

 
１３, 

 
０４３ 

 
63.6 

 
１３, 

 
 ５５７ 

 
62.9 

 
 

 
 ５１３ 

 
 

  
現 金 及 び 預 金 

 
１, 

 
１５７ 

 
 

 
 

 
９５５ 

 
 

 
△ 

 
２０１ 

 
 

  
受 取 手 形 

 
１, 

 
９６９ 

 
 

 
１, 

 
８１７ 

 
 

 
△ 

 
１５２ 

 
 

  
売 掛 金 

 
５, 

 
６０８ 

 
 

 
６, 

 
５５７ 

 
 

  
９４９ 

 
 

  
有 価 証 券 

  
７９ 

 
 

  
７ 

 
 

 
△ 

 
７２ 

 
 

  
製 品 

  
７６８ 

 
 

  
８９４ 

 
 

  
 １２５ 

 

  
原 材 料 

  
７２６ 

 
 

  
８３７ 

 
 

  
１１１ 

 
 

  
仕 掛 品 

 
１, 

 
９２４ 

 
 

 
１, 

 
９１５ 

 
 

 
△ 

 
９ 

 
 

  
貯 蔵 品 

  
１０２ 

 
 

  
１２６ 

 
 

  
２３ 

 
 

  
前 払 費 用 

  
３５ 

 
 

  
２８ 

 
 

 
△ 

 
６ 

 
 

  
繰 延 税 金 資 産 

  
７５ 

 
 

  
７３ 

 
 

 
△ 

 
１ 

 
 

  
未 収 入 金 
 

  
３３６ 

 
 

  
１９５ 

 
 

 
△ 
 

 
１４１ 

 
 

 短 期 貸 付 金 
 

 ２９６   １７０  △ １２６  

 自 己 株 式 
 

 ０   ０   ０  

 そ の 他 の 流 動 資 産 
 

 １   １３   １２  

 貸 倒 引 当 金 
 

△ 
 

３９  △ 
 

３６   ２  

 
Ⅱ. 

 
固 定 資 産 

 
７, 

 
４５８ 

 
36.4 

 
８, 

 
００５ 

 
37.1 

  
５４６ 

 
 

 
(1) 

 
有 形 固 定 資 産 

 
６, 

 
０７１ 

 
29.6 

 
６, 

 
５５１ 

 
30.3 

  
４８０ 

 
 

  
建 物 

 
１, 

 
５９３ 

 
 

 
１, 

 
８６３ 

 
 

  
２６９ 

 
 

  
構 築 物 

  
１１５ 

 
 

  
１２７ 

 
 

  
１２ 

 
 

  
機 械 装 置 

 
３, 

 
４０３ 

 
 

 
３, 

 
６１３ 

 
 

  
２１０ 

 
 

  
車 両 運 搬 具 

  
１５ 

 
 

  
１０ 

 
 

 
△ 

 
４ 

 
 

  
工 具 器 具 備 品 

  
１２７ 

 
 
  

１１９ 
 
 

 
△ 

 
７ 

 
 

  
土 地 

  
８１６ 

 
 
  

８１６ 
 
 

  
－ 

 
 

 
(2) 

 
無 形 固 定 資 産 

  
１８７ 

 
0.9 

  
１８７ 

 
0.9 

  
－ 

 
 

  
 

 
借 地 権 

 
その他の無形固定資産 

  
１８１ 

 
５ 

   
１８１ 

 
５ 

 
 

  
－ 
 

－ 

 
 

           
 

(3) 
 

投 資 そ の 他 の 資 産 
 

１, 
 

１９９ 
 

5.9 
 

１, 
 

２６６ 
 

5.9 
  

６６ 
 
 

   
投 資 有 価 証 券 

  
９９ 

 
 
  

１４９ 
 
 

  
５０ 

 
 

  
関 係 会 社 株 式 

  
６８３ 

 
 
  

６８３ 
 
 

  
－ 

 
 

  
長 期 貸 付 金 

 
破 産 更 生 債 権 等 

  
１６５ 

 
４ 

 
 
  

１６２ 
 
－ 

 
 

 
△ 
 
△ 

 
３ 
 

 ４ 

 
 

  
長 期 前 払 費 用 

  
１０ 

 
 
  

５ 
 
 

 
△ 

 
５ 

 
 

  
繰 延 税 金 資 産 

  
９９ 

 
 
  

１９８ 
 
 

  
９９ 

 
 

  
そ の 他 の 投 資 

  
１４２ 

 
 
  

７２ 
 
 

 
△ 

 
７０ 

 
 

  
貸 倒 引 当 金 

 
△ 

 
４ 

 
 

 
△ 

 
４ 

 
 

  
０ 

 
 

           
 

資 産 合 計 
 

２０, 
 

５０２ 
 

100.0 
 

２１, 
 

５６２ 
 

100.0 
 
1, 

 
０６０ 
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                                                       （単位：百万円） 
第 128 期 
 

平成 12年 3 月 31 日現在 

第 129 期 
 

平成 13年 3 月 31 日現在 
増  減  

科 目 
金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

 
( 負 債 の 部 ) 

  %  
 

 %    

 
Ⅰ. 

 
流 動 負 債 

 
１４, 

 
３５５ 

 
70.0 

 
１４, 

 
９４４ 

 
69.3 

  
５８８ 

 
 

  
支 払 手 形 

 
１, 

 
１７３ 

 
 

 
１, 

 
４００ 

 
 

  
２２６ 

 
 

  
買 掛 金 

 
８, 

 
１３８ 

 
 

 
８, 

 
３４４ 

 
 

  
２０５ 

 
 

  
短 期 借 入 金 

 
３, 

 
６００ 

 
 

 
３, 

 
７４１ 

 
 

  
１４１ 

 
 

  
未 払 金 

  
４９ 

 
 

  
１２６ 

 
 

  
７７ 

 
 

  
未 払 法 人 税 等 

  
１４２ 

 
 

  
２０２ 

 
 

  
５９ 

 
 

  
未 払 消 費 税 等 

  
４３ 

 
 

  
１８ 

 
 

 
△ 

 
２５ 

 
 

  
未 払 費 用 

  
６８８ 

 
 

  
６６５ 

 
 

 
△ 

 
２２ 

 
 

  
前 受 金 

  
９ 

 
 

  
９ 

 
 

  
０ 
 
 

  
預 り 金 

  
６４ 

 
 

  
１１１ 

 
 

  
４７ 

 
 

  
設備関係支払手形 

  
２２５ 

 
 

  
１０８ 

 
 

 
△ 

 
１１７ 

 
 

  
賞 与 引 当 金 

  
２２０ 

 
 

  
２１６ 

 
 

 
△ 

 
４ 
 
 

  
 

         

 
Ⅱ. 

 
固 定 負 債 

 
２, 

 
７２７ 

 
13.3 

 
３, 

 
０５９ 

 
14.2 

  
３３１ 

 
 

  
長 期 借 入 金 

 
１, 

 
９３０ 

 
 

 
２, 

 
１９５ 

 
 

  
２６５ 

 
 

  
退 職 給 与 引 当 金 

  
７９７ 

 
 

  
－ 

 
 

 
△ 

 
７９７ 

 
 

  
退 職 給 付 引 当 金 

  
－ 

 
 

  
８６４ 

 
 

  
８６４ 

 
 

            
            
            

 
負 債 合 計 

 
１７, 

 
０８３ 

 
83.3 

 
１８, 

 
００３ 

 
83.5 

  
９１９ 

 
 

 
 
 

( 資 本 の 部 ) 

         

 
Ⅰ． 
 

 
資 本 金 

 
１, 

 
５０４ 

 
7.3 

 
１, 

 
５０４ 

 
7.0 

  
－ 
 
 

 
利 益 準 備 金 

  
２２２ 

 
1.1 

  
２３３ 

 
1.1 

  
１１ 

 
 

 
Ⅱ. 

          
 
Ⅲ. 

 
そ の 他 の 剰 余 金 

 
１, 

 
６９２ 

 
8.3 

 
１, 

 
８２２ 

 
8.4 

  
１２９ 

 
 

          
 

任 意 積 立 金 
  
７００ 

 
3.4 

 
 

 
７００ 

 
3.2 

  
－ 
 
 

 
(1) 
 

 
 

別 途 積 立 金 
  
７００ 

 
3.4 

 
 

 
７００ 

 
3.2 

  
－ 
 
 

            
(2) 当 期 未 処 分 利 益  

 
９９２ 4.9 １, １２２ 5.2 

 
 １２９  

 
            

 
資 本 合 計 

 
３, 

 
４１８ 

 
16.7 

 
３, 

 
５５９ 

 
16.5 

 
 

 
１４０ 

 
 

 
負 債 及 び 資 本 合 計 

 
２０, 

 
５０２ 

 
100.0 

 
２１, 

 
５６２ 

 
100.0 

 
１, 

 
０６０ 
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 （２）損益計算書   （単位：百万円）

第１２８期 

自 平成１１年４月 １日 

至 平成１２年３月３１日 

第１２９期 

自 平成１２年４月 １日 

至 平成１３年３月３１日 

増    減 
  

科       目  

  
金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 増減率(%) 

     %    %   

 

Ⅰ. 

 

売 上 高 

 

２０，０６６ 

  

100.0 

  

２１，８７９ 

  

100.0 

  

１，８１２ 

  

9.0 

 

 

              
１７，８３６  88.9  １９，１８３  87.7  １， ３４７  7.6  Ⅱ. 

 

 

売 上 原 価 

 

売 上 総 利 益 

 

 

２，２３０ 

  

11.1 

  

２，６９５ 

  

12.3 

  

２，４６５ 

  

20.9 

 

Ⅲ. 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 １，７４６  8.7  １，９５４  8.9  ２０８  11.9  

 

 

 

Ⅳ. 

 

営 業 利 益 

 

営 業 外 収 益 

 

４８３ 

 

３６ 

  

2.4 

 

0.2 

 

 

 

 

７４０ 

 

２４ 

 

 

 

 

3.4 

 

0.1 

  

２５７ 

 

△１２ 

  

53.2 

 

△33.2 

 
 

 

 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 

雑 益 

１５ 

２１ 

  

 

 １１ 

１３ 

   △ ３ 

△ ８ 

   

 

Ⅴ. 

 

営 業 外 費 用 

 

１４９ 

  

0.8 

  

１７９ 

  

0.8 

  

３０ 

  

20.1 

 

 

支 払 利 息 割 引 料 

雑 損 

 

１３５ 

１３ 

   １２９ 

５０ 

   △ ６ 

３６ 

   

 

 

 

経 常 利 益 

 

３７１ 

 

  

1.8 

 

  

５８６ 

 

  

2.7 

  

２１４ 

  

57.9 

 
 

             

Ⅵ. 特 別 利 益 １２  0.1  ３  0.0  △ ９  △75.0  

 貸 倒 引 当 金 戻 入 額 １２    ３    △ ９    
              

Ⅶ. 特 別 損 失 ５２  0.3  １２７  0.6  ７５  142.8  

 

固 定 資 産 除 却 損 
有 価 証 券 評 価 損 
投 資 有 価 証 券 評 価 損 

 

－ 

５２ 

－ 

 

   １０５ 

－ 

２２ 

 

   １０５ 

△５２ 

２２ 

 

   

 税 引 前 当 期 純 利 益 

法人税・住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

３３０ 

１７６ 

△ ３１ 

 1.6 

0.9 

△0.2 

 ４６１ 

３１２ 

△ ９７ 

 2.1 

1.4 

△0.4 

 １３０ 

１３６ 

△６６ 

 39.6 

77.5 

△213.6 

 

当 期 純 利 益 

前 期 繰 越 利 益 

１８５ 

８０７ 

 0.9  ２４５ 

８７６ 

 1.1 

 

 ６０ 

６８ 

 32.7   

 

当 期 未 処 分 利 益 

 

 

９９２    １，１２２    １２９    
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（３）利益処分案                                                  
（単位：百万円） 

科    目 第１２８期 第１２９期 
 
Ⅰ 当期未処分利益 
 
 
Ⅱ 利益処分額 
   
（１）利益準備金 

 
（２）配当金 

 
（３）役員賞与金 
（うち監査役賞与金） 
 

（４）別途積立金 
 

 
 
 
 
 
 
１１ 
 
９０ 
 
１５ 
（ １） 
 
― 

 
９９２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１１６ 

 
 
 
 
 
 
１１ 
 
９０ 
 
１８ 
（ １） 
 

３００ 

 
１，１２２ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４１９ 

Ⅲ 次期繰越利益 
 

８７６ 
 

７０３ 
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重要な会計方針 
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

 子 会 社 株 式       移動平均法による原価法 
   
その他有価証券 
時価のあるもの       移動平均法による原価法 

    
時価のないもの       移動平均法による原価法 

    
(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

ステンレス、めっき及びみがき帯鋼部門の製品、原材料、仕掛品は後入先出法による原価法、その他たな卸資産については
先入先出法による原価法によっております。 

 
 (3) 固定資産の減価償却の方法 

建物及び機械装置については定額法、その他の有形固定資産は定率法であります。 
 

(4) 引当金の計上基準  
貸 倒 引 当 金  金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等の特定の債権については個別に回収可能性を勘案して、回収不能見込額を計上しております。 
賞 与 引 当 金  従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。 
退 職 給 付 引 当 金  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事業年

度末において発生していると認められる額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異（1,129 百万円）については、15 年による按分額を計上しており、数理
計算上の差異については、各発生年度の翌事業年度から平均残存勤務期間以内において定額法による
費用処理をすることとしております。 

 
 (5) リース取引の処理の方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
 (6) その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理  消費税等の会計処理は、税抜処理を採用しております。 
 

追加情報 
 (退職給付会計) 

当事業年度から退職給付に係る会計基準(｢退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書｣(企業会計審議会平成 10 年 6 月 16
日))を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、退職給付費用が 113 百万円増加し、営業利益、経常
利益及び税引前当期純利益はそれぞれ 109 百万円減少しております。また、退職給与引当金は退職給付引当金に含めて表示して
おります。 
 

 (金融商品会計) 
当事業年度から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成 11 年 1 月
22 日））を適用しております。この変更による損益への影響は軽微であります。 
ただし、当事業年度においては、その他有価証券のうち時価のあるものについて時価評価を行っておりません。 
なお、平成 12 年大蔵省令第 8号附則第 4項による貸借対照表計上額は 75 百万円、時価は 66 百万円、その他有価証券評価差額
金相当額は△5百万円及び繰延税金資産相当額は 3百万円であります。 
また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、その他有価証券のうち現金と同等の性格を有するもの及び 1 年以内
に満期の到来するものは流動資産の有価証券として、それら以外は投資有価証券として表示しております。その結果、流動資産
の有価証券は 72 百万円減少し、投資有価証券は 72 百万円増加しております。 
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注記事項     

（貸借対照表関係）                                            （単位：百万円） 
 第 128 期 

平成 12年 3 月 31 日 
第 129 期 

平成 13年 3 月 31 日 
 
1. 受取手形割引高 
 
2. 有形固定資産の減価償却累計額 
 
 
3. 関係会社に対する主な資産負債 
            売掛金 

 
4. 偶発債務        

受取手形割引高 
保証債務 

 
5. 期末日満期手形の会計処理 
  期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理してお
ります。なお、当事業年度末日は金融機関が休日であったため、次の
事業年度末満期手形が当事業年度末残高に含まれています。 
 

            受 取 手 形 
            割 引 手 形 
            支 払 手 形 
 

 
－ 
 

13,166 
 
 
 

3,341 
 
 

610 
1,593 

 
 
 
 
 
 
－ 
－ 
－ 
 

 
1,197 

 
13,354 

 
 
 

3,924 
 
 
－ 

1,217 
 
 
 
 
 
 
26 
283 
71 
 

 
 
（損益計算書関係）                                            （単位：百万円） 
 第 128 期 

自 平成 11 年 4 月 1 日 
至 平成 12 年 3 月 31 日 

第 129 期 

自 平成 12 年 4 月 1 日 
至 平成 13 年 3 月 31 日 

 
1. 関係会社との取引にかかるもの 
            売上高 
            売上原価、販売費、一般管理費 
                        (原料仕入、外注加工費ほか) 
                        営業外収益 
 
 
2. 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 
            製品発送費 
            従業員給与 
            賞与引当金繰入額 
            退職給与引当金繰入額 
            退職給付引当金繰入額 
  
 
3. 研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる 
研究開発費 

 
 
4. 固定資産除却損の内訳 
            建物 
            機械装置他 
 
 

 
 

6,299 
170 
 
12 
 
 
 

591 
458 
44 
32 
― 
 
 
 
 

128 
 

 
 
― 
― 
 

 
 

7,326 
243 
 
9 
 
 
 

615 
504 
50 
― 
115 
 
 
 
 

121 
 

 
 
80 
24 
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①リース取引                                                    (単位：百万円) 
第１２８期 

自 平成１１年４月 １日 
至 平成１２年３月３１日 

第１２９期 
自 平成１２年４月 １日 
至 平成１３年３月３１日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以
外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期
末残高相当額 

 

取 得 価 額 
相 当 額 

 

減 価 償 却 
累 計 額 
相 当 額 

期 末 残 高 
相 当 額 

工具・器具 
及び備品 

 
１０８ 

 
４２ 

 
６６ 

 
そ の 他 

 
１０ 

 
６ 

 
４ 

 
 
 
 

 
 
 

 
合 計 

 
１１８ 

 
４８ 

 
７０ 

 
 
 
 
 
 
 

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資
産の期末残高等に占める割合が低い為支払利子込み法によ
り算定しております。 

 
(2) 未経過リース料期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び
期末残高相当額 

 
 取 得 価 額 

相 当 額 
 

減 価 償 却 
累 計 額 
相 当 額 

期 末 残 高 
相 当 額 

 

工具・器具 
及び備品 

 
２０７ 

 
５８ 

 
１４８ 

 
そ の 他 

 
１５ 

 
８ 

 
７ 

 
合 計 

 
２２２ 

 
６７ 

 
１５５ 

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定
資産の期末残高等に占める割合が低い為支払利子込み法
により算定しております。 

 
(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 一 年 内     21 
一 年 超     49 
合   計     70 
 

 
 
 
 

 一 年 内     42 
一 年 超     112 
合   計     155 
 

 
 
 
 

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残
高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い為、支払
利子込み法により算定しております。 

 
(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 
   支払リース料    17 
   減価償却費相当額  17 
 
(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法
によっております。 

 

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末
残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い為、
支払利子込み法により算定しております。 

 
(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 
   支払リース料    26 
   減価償却費相当額  26 
 
(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法
によっております。 

 
② 有価証券（子会社株式及び関連会社株式） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

③ 税効果会計 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

             繰延税金資産                  当期 

               賞与引当金損金算入限度超過額        45 百万円 

               未払事業税否認額              18 百万円 

               共済会剰余金損金不算入額          10 百万円 

               投資有価証券評価損否認額          31 百万円 

               退職給付引当金損金算入限度超過額      167 百万円 

             繰延税金資産合計                272 百万円 

 

             繰延税金資産の純額                 272 百万円 

 

  (2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

      

       法定実効税率                          42.0％ 

        （調整） 

         交際費等永久に損金に算入されない項目             3.1 

         住民税均等割額                                               1.5 

         その他                                                       0.1   

       税効果会計適用後の法人税等の負担率                            46.7％ 
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 ２．製品別売上明細表 
                                                        (単位：百万円) 

 
 

第１２８期 
自 平成１１年４月 １日 
至 平成１２年３月３１日 

 
第１２９期 

自 平成１２年４月 １日 
至 平成１３年３月３１日 

 

 
金  額 

 
構成比（％） 

 
金  額 

 
構成比（％） 

 
 

ス テ ン レ ス 
 
 

 
 

１１，４９６ 
(３３９) 

 
 

５７．３ 

 
 

１２，４０７ 
(２２３) 

 
 

５６．７ 

 
 

め っ き 
 
 

 
 

６４４ 
( － ) 

 
 

３．２ 

 
 

１，０４１ 
( － ) 

 
 

４．８ 

 
 

み が き 帯 鋼 
 
 

 
６，８５３ 

(１１９) 

 
３４．１ 

 

 
７，１７０ 

(４４) 

 
３２．８ 

 

 
 

そ の 他 
 
 

 
 

１，０７２ 
(４８) 

 
 

５．４ 
 

 
 

1，２５８ 
(９１) 

 
 

５．７ 
 

 
 

合 計 
 
 

 
 

２０，０６６ 
(５０７) 

 
 

１００．０ 

 
 

２１，８７９ 
(３５９) 

 
 

１００．０ 

 
（ ）内は、売上高のうちの輸出分 
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３． 役 員 の 異 動 （平成１３年６月２８日付） 
 
 

1. 新任取締役候補 
                  こばやし   とおる 

取 締 役       小 林    徹 〔現・参与 経理部長〕 
                   

かわかみ ま こと 
取 締 役       川 上  真 琴 〔現・参与 企画管理部長〕 

 
 

2. 退任予定取締役 
                かたおか  こういち 

常務取締役      片 岡  耿 一 〔現・高砂加工販売㈱代表取締役社長に専任〕 
                 

まえやま  みつ お 
取 締 役       前 山  光 男 〔現・高砂加工販売㈱常務取締役に専任〕 

 
 

3. 新任監査役候補 
                   あんざい  つとむ 

監査役（非常勤）   安 西   務 
 
 

4. 退任予定監査役 
                  かんばら  ひろまさ 

監査役（非常勤）   神 原  弘 昌 
 


